
令和５年２月１６日 

民生文教常任委員会説明資料

市民生活部環境課 

芦屋市地域脱炭素ロードマップについて 

１ 背景 

○2015(平成 27)年 12 月 パリ協定の採択 「産業革命前と比べた世界の平均気温

上昇を２℃未満，できれば 1.5℃に抑える」との目標を掲げられた。 

〇2016(平成 28)年 5 月 「地球温暖化対策計画」策定（削減目標２６％減）

○2020(令和 2)年 9月 兵庫県が、「2050 年に二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す」

ことを表明。 

〇2020(令和 2) 年 10 月 国が、「2050 年までに二酸化炭素の排出量を全体として

ゼロにすることを目指す」ことを表明。 

〇2021(令和 3年) 3 月 「地球温暖化対策計画」改定（削減目標２６％→４６％減）

〇2021(令和 3年) 6 月 「芦屋市ゼロカーボンシティ」の表明 
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〇2022(令和 4年) 3 月 「兵庫県地球温暖化対策推進計画」改定 

（削減目標３５％→４８％減）

２ 芦屋市の地域脱炭素に向けた取り組み（令和４年度） 

〇一般住宅向け二酸化炭素排出抑制補助事業（ＺＥＨ等） 

〇次世代自動車普及促進助成制度(事業者向け） 

〇再エネ１００％電力の導入 

〇太陽光発電、蓄電池の共同購入事業 

〇省エネ家電製品購入促進事業 

〇第３次環境計画（第４節 地球温暖化を防ぐ）の一部改訂（参考資料参照） 

・「低炭素」から「脱炭素」へ 

  令和４年１０月２５日 環境計画推進本部幹事会 

     １１月 １日 環境計画推進本部会議 

     １２月１５日 環境審議会 

 令和５年 １月    ホームページ掲載 

〇市民会館（本館）ＺＥＢ化改修事業 

・ 老朽化している空調機器の更新に併せて、地域脱炭素の実現に向け、建物の

ＺＥＢ化に必要となる照明設備や換気設備等の追加的工事を一体的に実施し、

地球温暖化対策に取り組むもの。 

   令和５年 １月２５日 公募開始 

令 和５年 ２月２１日 参加意思表明書等の提出期限 

令 和５年 ２月２４日 １次評価結果の通知 

令 和５年 ３月１３日 技術提案書及び価格提案書等の提出期限 

令和５ 年 ３月２０日 プレゼンテーション・２次評価 

令和５年  ３月２８日 ２次評価結果の通知・公表 
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３ ロードマップ策定の目的 

・温室効果ガス排出量削減状況の現状分析 

・地域エネルギー事業の可能性調査 

・再生可能エネルギー導入に向けた具体策の検討 

それらの結果から、部門ごと（家庭部門、業務その他部門、運輸部門）の地域

脱炭素に向けた具体的な取り組み内容と目標を設定する。 

４ ロードマップの概要 

（１）目標年度 

・基準年度：2013（平成 25）年度 （現況年度：2019（令和元）年度） 

・短期目標：2030（令和 12）年度 

・長期目標：2050（令和 32）年度 

（２）芦屋市の温室効果ガス排出状況 

温室効果ガス排出量の推移 

ガス種別・部門別温室効果ガス排出量の割合 
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温室効果ガス排出量の割合（他市との比較）（環境省「自治体排出量カルテ」） 

（３）芦屋市の温室効果ガス排出量の将来推計 

部門別温室効果ガス排出量の将来推計結果（ＢＡＵシナリオ） 

全国 兵庫県 芦屋市 神戸市 西宮市 尼崎市

産 業 部 門 44% 60% 3% 51% 26% 64%

業務その他部門 18% 12% 31% 18% 24% 12%

家 庭 部 門 16% 11% 34% 13% 24% 12%

運 輸 部 門 20% 16% 26% 15% 21% 11%

廃 棄 物 分 野 2% 2% 7% 2% 4% 2%

2013年度(基準年度) 

374.0 千 tCO2 

2019年度(現況年度) 

300.5 千 t-CO2 

基準年度比-19.7% 

2030 年度 

283.2 千 t-CO2 

基準年度比-24.3% 

2050 年度 

271.0 千 t-CO2 

基準年度比-27.5% 
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部門別温室効果ガス排出量の将来推計結果（脱炭素シナリオ） 

（４）芦屋市の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 

（５）芦屋市が 2030 年度に目指す主な削減目標 

業務その他部門（事業所など）      家庭部門（住宅など）
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運輸部門（自動車など）

（６）私たちにできる取組み 

〇行動変容等 

 ・COOL CHOICE、ゼロカーボンアクション 30 の推進 等 

〇省エネ設備の導入 

 ・住宅・建築物への ZEH・ZEB の導入促進 等 

〇再エネ設備の導入 

 ・再エネ・蓄電設備等導入 等 

〇次世代自動車の普及 

 ・EV・FCV 等の導入促進 等 

５ 地域脱炭素に向けた今後の計画策定予定 

 環境計画 
実行計画 

（区域施策編） 

実行計画 

（事務事業編） 

令和５年度 アンケート調査 アンケート調査  

令和６年度 パブコメ・策定 パブコメ・策定  

令和７年度   策定 

千t-CO2

2019
(現況年度)

2030
(短期目標)

削減量 削減率

全体 300.5 154.8 -145.7 -48.5%

業務その他部門（事業所など） 79.3 47.1 -32.2 -40.6%

家庭部門（住宅など） 96.0 44.1 -51.9 -54.1%

運輸部門（自動車など） 64.6 32.0 -32.6 -50.5%
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